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１ 概要 
栃木県では、県知事から経営革新計画の承認を受けた中小企業者等の皆様が取り組む生産性向上

を図る活動を支援するため、「経営革新サービス産業生産性向上支援補助金」を創設しました。今

回、補助事業に係る事業計画を次のとおり募集しますので、奮って御応募ください。 
 
２ 募集期間 

平成 29 年４月 27 日（木）～ 平成 29 年６月 30 日（金）17:00 ※必着 
 
３ 募集する事業計画 

補  助 

対 象 者 

 

栃木県知事から承認された経営革新計画（※１）によりサービス産業（※２）に

属する事業に取り組む者（中小企業者等） 
※１ 平成３０年３月末まで承認期間が存続することが条件となります。 

※２ 「サービス産業」とは，日本標準産業分類（平成25 年10 月改定）大分

類Ｆ（電気・ガス・熱供給・水道業），Ｇ（情報通信業），Ｈ（運輸業，

郵便業），Ｉ（卸売業，小売業），Ｊ（金融業，保険業），Ｋ（不動産業，

物品賃貸業）Ｌ（学術研究，専門・技術サービス業），Ｍ（宿泊業，飲食

サービス業），Ｎ（生活関連サービス業，娯楽業），Ｏ（教育，学習支援

業），Ｐ（医療，福祉），Ｑ（複合サービス業），Ｒ（サービス業（他に

分類されないもの））に属する産業とします。 

補助事業 
事  業 

経営革新計画に基づき実施する付加価値や効率の向上を図る事業(※) 
※ 事業の立案等に当たっては「中小サービス事業者の生産性向上のためのガ

イドライン」（経済産業省）を参考にしてください。 
また、ソフトウェア開発に係る取組は本補助金の対象外とします。 

対象者数 １０者（社）程度 

補 助 対 象 
経       費 

区 分 経費区分 内 容 
１  
報償費 

報償費 指導・助言等を受けるために依頼した外部

専門家への謝金。ただし、支払単価の根拠が

補助事業者の定める規程や契約等により明

確であり、その金額が社会通念上妥当なもの

とする。 
２  
旅費 

旅費 指導・助言等を依頼した外部の専門家に支

払う旅費及び補助事業の遂行に必要となる

職員の出張に係る旅費。ただし、その金額が

補助事業者の定める旅費規程等により、最も

経済的かつ合理的な経路により算出された

ものとする。 
３  
研究開発事業費 
 

(1) 原材料費 試作品の開発に必要な主要原料、主要材

料、副資材の購入に要する経費。 
(2) 機械装置費 機械装置又は工具器具の購入、試作、改良、

据付け、借用又は修繕に要する経費。 
(3) 産業財産導入費 他者が所有する産業財産権の導入に要す

る特許権の譲受、専用実施権、通常実施権等

を使用するために支払われる経費。 
(4) 知的財産出願費 研究開発結果の事業化に当たり必要とな

る知的財産権（特許権、実用新案権、意匠権、

商標登録）の取得に要する申請費用及び弁理

士の手続き代行費用その他関連経費。 
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補 助 対 象 
経       費 

３  
研究開発事業費 

(5) 外注加工費 研究開発の外注に要する経費。ただし、研

究開発事業費のおおむね２割以下とする。 
(6) 検査分析費 依頼試験等検査に要する経費。 

４ 
販路開拓事業費 

(1) 調査分析費 事業可能性調査等必要な調査・分析を行う

ための経費。 
(2) 出展料 展示会等への出展負担金等。 
(3) 会場設営費 展示会等への出展に係る会場（小間）設営

のために支払われる経費。 
(4) 広告宣伝費 チラシ、パンフレット、ポスター等の作成

や、新聞広告、雑誌、テレビ、ラジオ、イン

ターネット等の広告媒体を活用した宣伝に

要する経費。 
５ 
ＩＴツール（サー 
ビス、ソフトウェ 
ア等）導入費 

ＩＴツール導入費 ＩＴツール（サービス、ソフトウェア等）の

導入に要する経費。ただし、パソコン、タブレ

ット端末等汎用性があり他に容易に転用し得

る機械器具に係る経費は除く。また、クラウド

サービス利用契約等で契約期間が補助事業期

間を超える場合は、案分等の方式により算出さ

れた補助事業期間分の経費とする。 
６  
庁費 

(1) 会場借料 

 

研修の実施等のため、外部の会場を使用した

際に支払われる経費。 
(2) 印刷製本費 研修等のための資料の印刷・製本に要する経

費であって、外部に支払われるもの。 
(3) 資料購入費 図書・資料等の購入に要する経費。 
(4) 通信運搬費 郵便代・運送代として支払われるもの。 
(5) 借料及び損料 事務処理機器のレンタル・リース料として支

払われる経費。ただし、契約期間が補助事業期

間を超える場合は、案分等の方式により算出さ

れた補助事業期間分の経費とする。 
(6) 調査研究費 分析資料やデータの購入等に要する経費。 
(7) 消耗品費 消耗品の購入のために支払われる経費。ただ

し、補助事業以外でも一般的に使用が可能なも

のは補助対象外とする。 
７  
委託費 

委託費 研究開発事業及び販路開拓事業の一部を委

託する経費。ただし、研究開発事業費及び販路

開拓事業費総額のおおむね半額以下とする。 
８  
その他の経費 

その他の経費 上記に掲げるもののほか、生産性向上に資す

る取組に要するものとして知事が特に必要と

認める経費。 

補 助 金 額  １５０万円以内 

補 助 率  １／２以内 補助期間 １年以内（当該年度内） 

 

４ 補助事業の選定 

(１) 補助事業の選定方法等 

提出された補助事業計画書については、（２）評価（審査）項目に基づき、県において

評価（審査）を行い、当事業に係る県の予算の範囲内で採択の可否を決定します。評価（審

査）に当たっては必要に応じてヒアリングや追加の資料の提出を求めることがあります。 
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(２) 評価（審査）項目 

区分 内容 

１ 補助事業計

画の妥当性 

(1) 補助事業内容と経営革新計画との整合性 

(2) 過去に補助金等の交付実績がある場合は、当該補助事業との差別化等 

２ 補助事業計

画の精度 

(1) 客観的な市場分析等に基づく補助事業計画の作成状況 

(2) 補助事業実施に伴う課題や対応策の検討・整理状況 

(3) 適正な費用計上等 

３ 補助事業実

施の確実性 

(1) 人的及び物的な補助事業実施体制の状況 

(2) 補助事業の期間内完了見込み 

(3) 補助事業に必要な資金調達の見込み等 

４ 補助事業の

実施効果 

(1) 補助事業成果の経営革新計画遂行への寄与度 

(2) 補助事業成果の経営革新計画の目標達成への寄与度等 

 

５ スケジュール（予定） 

 

平成29年６月30日（金）17:00まで募集（必着） 

７月上旬～中旬   審査（書類審査を基本とし、必要に応じヒアリングを実施。） 
７月下旬～８月上旬 採択、採択者への説明会、交付申請、交付決定・事業開始 
10月        遂行状況報告（中間報告） 

平成30年２月～３月     事業終了、実績報告書提出、完了検査 

３月～４月     補助金額の確定、請求書提出、補助金の支払い 
（補助金の支払は、事業終了後の精算払になります。） 

 
※上記日程は募集開始時現在のものであり、都合により変更となる場合があります。 
 

６ 留意事項 

(１)申請関係 

・ １企業１申請までとさせていただきます。 

・ 当募集要項に加え、「栃木県補助金等交付規則」、「経営革新サービス産業生産性向上支

援事業実施要綱」及び「経営革新サービス産業生産性向上支援補助金交付要領」を熟読の上、

御申請ください。 

・ 申請された補助事業計画の内容と承認された経営革新計画の内容が異なる場合は、経営革

新計画の変更申請をして頂く場合があります。 
・ 別の補助事業に申請中の場合、同じテーマであっても本補助事業に申請することは可能で

すが、別の補助事業が採択となった場合には、本補助事業について申請を取り下げていただ

くことになりますので、御了承ください。 
(２)補助対象経費関係 

・ 単なる新規設備の導入又は生産のための機器等の導入は、補助事業の対象となりません。 

・ 補助対象経費に係る消費税及び地方消費税は、補助対象経費となりません。 

・ 交付決定日前に発注等を行った経費については、補助対象経費となりません。 

(３)採択・交付決定関係 

・ 採択時には、企業名、代表者名、所在地、テーマは公表となります。 

・ 補助金の交付に当たっては、予算の都合等により減額となる場合があります。 

(４)補助事業完了後関係 

・ 補助事業終了後、「補助事業完了後の状況報告書」等により、補助事業完了後５年間、事

業の実施結果等を報告していただきます。 

・ 補助対象となる物件については、使用目的等の制限があります。 
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７ 提出書類 

提出書類は以下の（１）～（９）となります。（１）～（４）の様式についてはホームペー

ジからダウンロードして作成してください。記入方法は別冊２記載例を参照してください。 
 
経営支援課ホームページＵＲＬ 
http://www.pref.tochigi.lg.jp/f03/  （「栃木県 経営支援課」で検索） 

  (１) 経営革新サービス産業生産性向上事業計画書（実施要領様式第１） 
  (２) 補助事業計画書（交付要領様式第２） 
  (３) 補助事業内容説明書（交付要領様式第３） 
  (４) 誓約書（交付要領様式第４） 
  (５) 県税に滞納がないことの証明書（県税事務所長発行の納税証明書。申請日から３ヶ月以

内に発行されたもの。） 
   (６) 履歴事項全部証明書（法人の場合。個人の場合は住民票の写し。ともに申請日から３ヶ

月以内に発行されたもの。） 

(７) 承認を受けた経営革新計画承認申請書の写し（様式第１及び別表１～８） 

※ ①別表２「実施計画と実績」、②別表３「経営計画及び資金計画」、③別表４「設備

投資計画、運転資金計画」について、記入例を参考に計画開始時から現在までの実績値

を記入の上、提出してください。 

  (８) 承認を受けた経営革新計画の事業開始年度から申請日時点の直近期末までの決算報告書 

（貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書、販売費及び一般管理費）の写し 
 (９) 補助対象経費の根拠が分かる資料（見積書、価格表等） 

 
 ８ 書類提出先・問い合わせ先 

○ 所定の提出書類を作成の上、経営支援課まで持参又は郵送（募集期限必着）にて提出して

ください。 

  ○ 提出書類はコピーをとり、控えを１部保管してください。 
○ 提出された書類に不備等があった場合、平成２９年６月２３日（金）17:00（募集期限の

１週間前）までに提出されたものについては補正等の御連絡をいたしますが、それ以降に提

出されたものについては、事務処理等の都合上、当方からの御連絡はいたしかねますので、

予め御了承ください。 

○ 補助事業計画書の記載方法やその他御不明の点は、経営支援課までお問い合わせください。 

 
栃木県 産業労働観光部 経営支援課 商業活性化担当 

〒320-8501 宇都宮市塙田1-1-20  県庁本館 ６F 南側 

ＴＥＬ：028(623)3175  ＦＡＸ：028(623)3340 

 
 ９ 付録（別冊） 

 
○別冊１ 様式集・・・７ 提出書類 のうち（１）～（４）について様式を収録しています。 
 
○別冊２ 記載例・・・７ 提出書類 の（１）～（４）及び（７）の記載例を収録しています。 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年度 

経営革新サービス産業 

生産性向上支援補助金 

補助事業計画募集要項 

 

別冊１ 

 

《様式集》 

 

 
内 容 

１ 経営革新サービス産業生産性向上事業計画書【別記様式第１（実施要綱第６条関係）】 

２ 補助事業計画書              【様式第２（交付要領第３条関係）   】 

３ 補助事業内容説明書            【様式第３（交付要領第３条関係）   】 

４ 誓約書                  【様式第４（交付要領第３条関係）   】 

※この他、補助事業計画募集要項 ７提出書類 に記載の必要書類を提出してください。 



別記様式第１（実施要綱第６条関係） 

 

年度経営革新サービス産業生産性向上事業計画書 

 

                                     年  月  日 

 

  栃木県知事        様 

 

                          所 在 地      

                      申請者 名   称 

                          代 表 者 名           印 

 

     連絡担当者 

     電話番号 

                          FAX番号 

E-mail 

 

                                           

     年度経営革新サービス産業生産性向上事業計画書を下記の書類を添えて提出します。 

  

                      記 

 

  １ 補助事業計画書（交付要領様式第２） 

  ２ 補助事業内容説明書（交付要領様式第３） 

  ３ 誓約書（交付要領様式第４） 

４ 県税に滞納がないことの証明書（申請日から３ヶ月以内に発行されたもの。） 

５ 履歴事項全部証明書（法人の場合。個人の場合は住民票の写し。ともに申請日から３ヶ月以

内に発行されたもの。） 

６ 承認を受けた経営革新計画承認申請書の写し 

（様式第１及び別表１～８。ただし、別表２「実施計画と実績」、別表３「経営計画及び資金

計画」、別表４「設備投資計画、運転資金計画」について、計画開始時から現在までの実績

値を記入したもの。） 

  ７ 承認を受けた経営革新計画の事業開始年度から申請日時点の直近期末までの決算報告書 

（貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書、販売費及び一般管理費）の写し 

  ８ 補助対象経費の根拠が分かる資料（見積書、価格表等） 

 

 

 

 

 

（注）各様式の大きさは、日本工業規格Ａ４とします。 



様式第２（交付要領第３条関係） 
補  助  事  業  計  画  書 

事 業 名 称 
（ テ ー マ ） 

 

申 請 者 

名 称  

所 在 地  

代表者名  

担当者名  

担 当 者 
連 絡 先 

電話番号  

ＦＡＸ番号  

Ｅメール 
アドレス  

業 種  資本金額 千円 従業員数 人 

事業実施場所   

事 業 の 目 的  

 

事 業 の 概 要  

 

成果の事業化  

 

補助金の交付  
を受けた実績   

 

事 業 期 間      年  月  日 ～     年  月  日 

事 業 経 費  総額        円 ［補助金充当予定額          円］ 
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様式第３（交付要領第３条関係） 
 

補 助 事 業 内 容 説 明 書 

１ 総括表 

①具体的な 
事業内容 

中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン（経済産業省）の内容を確認し、補助事業が

該当する項目に☑をしてください（複数選択可）。 

付加価値の

向上 

□新規顧客層への展開 □商圏の拡大 □独自性・独創性の発揮 

□ブランド力の強化 □顧客満足度の向上 □価値や品質の見える化 

□機能分化・連携 □付加価値の向上に繫がるＩＴ（情報技術）利活用 

効率の向上 □サービス提供プロセスの改善 □効率の向上に繫がるＩＴ（情報技術）利活用 

 

②事業実施 
の背景 

 

③事業実施 
の必要性 
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④事業目標 
及び効果 

 

⑤実施体制  

 

２ 事業スケジュール表 （  年度） 

 
期日 

取組の 
内容・項目 

４
月 

５ 
月 

６ 
月 

７
月 

８
月 

９
月 

10
月 

11 
月 

12
月 

１
月 

２
月 

３
月 

備考 

              

              

              

              

              

              

              

              

※不足する場合は適宜行を増やして記入すること。 
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３ 補助事業に係る収支計画（  年  月  日～  年  月  日） 

(1)  資金支出内訳 

区  分 
及  び 
経費区分 

（注１） 
種別 

（注２） 
仕様 

（注３） 
単位 数量 単 価 

（円） 

（注４） 
補助事業
に要する
経費（円） 

（注５） 
補助対象 
経費 
（円） 

（注６） 
補助金交
付申請額 
（円） 

備 考 

報
償
費 

報償費 

         

旅
費 

旅費 

         

研 

究 

開 

発 

事 

業 

費 

原材料費 
         

計         

（注７）（注８）（注９） 
機械装置費 

         

計         

産業財産導入
費 

         

計         

（注10） 

知的財産出願
費 

         

計         

外注加工費 
         

計         

検査分析費 
         

計         

販 

路 

開 

拓 

事 

業 

費 

調査分析費 
         

計         

出展料 
         

計         

会場設営費 
         

計         

広告宣伝費 
         

計         
ＩＴツール（サー

ビス、ソフトウエ

ア等）導入費 

         

計         
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庁
費 

会場借料 
         

計         

印刷製本費 
         

計         

資料購入費 
         

計         

通信運搬費 
         

計         

借料及び損料 
         

計         

調査研究費 
         

計         

消耗品費 
         

計         

委
託
費 

委託費 
         

計         

そ
の
他
の
経
費 

その他の経費 
         

計         

合計 
         

（注） ※不足する場合は適宜行を増やして記入すること。 

１ 「種別」とは、原材料名、構築物名、機械装置名、特許名等、それぞれの品名等をいう。 

２ 「仕様」とは、それぞれの型式、性能、構造等をいう。 

３ 「単位」とは、それぞれの物の算出単位をいい、㎏、ℓ、缶、式、台、件、時間等をいう。 

４ 「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するのに必要な経費をいい、数量に単価を乗じた金額をいう。 

５ 「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費」のうち、交付要領別表の区分により補助対象とされる経費をいう

（消費税及び地方消費税は、補助対象外とする。） 

６ 「補助金交付申請額」とは、「補助対象経費」のうち、交付要領における補助率、補助限度額等の規定の範囲内で補

助金の交付を希望する額とし、「補助対象経費」に補助率２分の１を乗じた額から千円未満の額を切り捨てた額を限度

とする。 

７ 機械装置費については、購入、構造若しくは試作、改良、据付け、借用又は修繕の別を備考欄に記載すること。 

８ 購入物件については、その購入先を備考欄に記載すること。 

９ 機械装置を自家製造する場合は、木型、鋳型、鋼材等を原材料費の区分に計上し、内訳を仕様の欄に記載すること。 

10 知的財産出願費については、「種別」に経費の内容を記載し、弁理士手続き代行費用については、弁理士名、弁理士

事務所名等を備考欄に記載すること。 
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(2)  資金調達内訳 

＜事業全体に要する経費調達一覧＞        ＜補助金を受けるまでの資金調達＞ 

区分 金額（円） 資金の調達先  

 

 

 

 

 

 

区分 金額（円） 資金の調達先 

自己資金   自己資金   

補助金交 

付申請額 
（注１） 

 (a) 
借入金 

（注２） 
  

借入金 

（注２） 
  

その他 

（注２） 
  

その他 

（注２） 
  計(a)   

計 

（注３） 
   

（注） 

１ (1)資金支出内訳の補助金交付申請額の合計と一致させること。 

２ 借入金及びその他については、具体的な資金調達先を記入すること。(例：○○銀行△△支店) 

３ (1)資金支出内訳の補助事業に要する経費の合計と一致させること。 



 

 

様式第４（交付要領第３条関係） 

 

誓 約 書 
 

私は、経営革新サービス産業生産性向上支援補助金の交付申請にあたり、下記の事項につい

て誓約します。 

 なお、必要な場合には、下記の事項について栃木県警察本部に照会することについて承諾し

ます。 

 

記 

 

１ 自己または自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当しません。 

 (1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以

下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 (2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

 (3) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をも

って、暴力団または暴力団員を利用している者 

 (4) 暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若し

くは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者 

 (5) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 (6) (1)から(5)までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利用す

るなどしている者 

 

２ １の(2)から(6)までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している者ではありません。 

 

 

  年  月  日 

 

栃木県知事      様 

 

 

所  在  地  

名          称  

（ふりがな） 

代 表 者 氏 名 

 

印 

 



 

 

 

 

 

 

 

平成２９年度 

経営革新サービス産業 

生産性向上支援補助金 

補助事業計画募集要項 

 

別冊２ 

 

《記載例》 
 

内 容 

１ 経営革新サービス産業生産性向上事業計画書【別記様式第１（実施要綱第６条関係）】 

２ 補助事業計画書              【様式第２（交付要領第３条関係）   】 

３ 補助事業内容説明書            【様式第３（交付要領第３条関係）   】 

４ 誓約書                  【様式第４（交付要領第３条関係）   】 

５ 承認を受けた経営革新計画承認申請書の写し 

①別表２「実施計画と実績」、②別表３「経営計画及び資金計画」、③別表４「設備投

  資計画、運転資金計画」の計画開始時から現在までの実績値の記入例 

※この他、補助事業計画募集要項 ７提出書類 に記載の必要書類を提出してください。 



別記様式第１（実施要綱第６条関係） 

 

平成２９年度経営革新サービス産業生産性向上事業計画書 

 

                                 平成２９年○○月○○日 

 

  栃木県知事        様 

 

                          所 在 地      宇都宮市塙田１－１－２０ 

                      申請者 名   称 ○○○○株式会社 

                          代 表 者 名 代表取締役 ○○ ○○ 

印 

 

      連絡担当者 ○○課 ○○ ○○ 

      電話番号  ○○○－○○○－○○○○ 

                          FAX番号   ○○○－○○○－○○○○ 

E-mail      ○○@tochigi.lg.jp 

 

                                           

平成２９年度経営革新サービス産業生産性向上事業計画書を下記の書類を添えて提出します。 

  

                      記 

 

  １ 補助事業計画書（交付要領様式第２） 

  ２ 補助事業内容説明書（交付要領様式第３） 

  ３ 誓約書（交付要領様式第４） 

４ 県税に滞納がないことの証明書（申請日から３ヶ月以内に発行されたもの。） 

５ 履歴事項全部証明書（法人の場合。個人の場合は住民票の写し。ともに申請日から３ヶ月以

内に発行されたもの。） 

６ 承認を受けた経営革新計画承認申請書の写し 

（様式第１及び別表１～８。ただし、別表２「実施計画と実績」、別表３「経営計画及び資金

計画」、別表４「設備投資計画、運転資金計画」について、計画開始時から現在までの実績

値を記入したもの。） 

  ７ 承認を受けた経営革新計画の事業開始年度から申請日時点の直近期末までの決算報告書 

（貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書、販売費及び一般管理費）の写し 

  ８ 補助対象経費の根拠が分かる資料（見積書、価格表等） 

 

 

 

 

（注）１．各様式はＡ４とします。 

記載例 

代表者印を押印して

ください。 

 

担当者連絡先を記入

してください。 



様式第２（交付要領第３条関係） 
補  助  事  業  計  画  書 

事 業 名 称 
（ テ ー マ ） 

○○の開発と○○を活用した販路拡大 

申 請 者 

名 称 ○○○○株式会社 

所 在 地 宇都宮市塙田１－１－２０ 

代表者名 代表取締役 ○○ ○○ 

担当者名 ○○課 ○○ ○○ 

担 当 者 
連 絡 先 

電話番号 ○○○－○○○－○○○○ 

ＦＡＸ番号 ○○○－○○○－○○○○ 

Ｅメール 
アドレス ○○@tochigi.lg.jp 

業 種 58 飲食料品
小売業 資本金額 1,000千円 従業員数 30人 

事業実施場所  
栃木県○○○市○○○１－２－３ ○○○○株式会社 ○○工場 

東京都○○○区○○○４－５－６ ○○○○会場 ○○○○展 

事 業 の 目 的  

 

 

※補助事業の目的について、経営革新計画の内容に沿って記載してください。 

事 業 の 概 要  

※補助事業の概要（内容）について、経営革新計画の内容に沿って記載してく

ださい。 

成果の事業化  

※補助事業の成果（新商品の開発、展示会への出展、商標登録等）を活用した

今後の事業展開について記載してください。 

補助金の交付  
を受けた実績   

平成○○年度○○○○補助金（○○県）   ○，○○○，○○○円 
 平成２９年度○○○○補助金（○○市）      申請中 

事 業 期 間  平成２９年 ８月○○日 ～ 平成３０年 ２月２８日 

事 業 経 費  総額 ○,○○○,○○○円 ［補助金充当予定額 ○,○○○,○○○円］ 

 

記載例 

日本標準産業分類の中分

類で記載してください。 

これまでに国・県・市その他公的機関の補助金等の交付実績がある場合は記入

してください。（申請中の場合は交付金額に代えて「申請中」と記入） 

経営革新計画承認申請書別表１の経営革新計

画のテーマを記入してください。 

余裕をもった実績報告書の作成や完了検査を行うため、可能な限り２月末まで

に事業を完了できるような事業計画の立案をお願いします。 

新商品・新サービスの開発場所や展示会等

の開催場所等を記入してください。 
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様式第３（交付要領第３条関係） 
 

補 助 事 業 内 容 説 明 書 

１ 総括表 

①具体的な 
事業内容 

中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン（経済産業省）の内容を確認し、補助事業が

該当する項目に☑をしてください（複数選択可）。 

付加価値の

向上 

☑新規顧客層への展開 ☑商圏の拡大 □独自性・独創性の発揮 

□ブランド力の強化 □顧客満足度の向上 ☑価値や品質の見える化 

□機能分化・連携 □付加価値の向上に繫がるＩＴ（情報技術）利活用 

効率の向上 □サービス提供プロセスの改善 ☑効率の向上に繫がるＩＴ（情報技術）利活用 

 

 

 

 

 

※当該補助事業で事業期間中に実施する取組の内容について、具体的に記入してく

ださい。（必要に応じて図表等を用いて説明してください。） 

②事業実施 
の背景 

※当該事業を実施する背景（外部要因及び内部要因）について、経営革新計画の内

容を踏まえて具体的に記入してください。 

③事業実施 
の必要性 

 

※当該補助事業を実施する必要性について、経営革新計画における位置づけや市場

動向等を踏まえて具体的に記入してください。 

記載例 

「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」（経済産業省のホー

ムページからダウンロードできます）の内容を確認し、当該補助事業が該当する

（当てはまる）項目に☑を付けてください。 
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④事業目標 
及び効果 

※補助事業の目標（売上○○％増、経常利益○○％土増など）と効果（今後の事業

活動にどのように活かしていけるか）について具体的に記入してください。 

⑤実施体制 ※補助事業の実施体制（組織、担当者、連携先等）について、役割分担や連携内容

等を含めて具体的に記入してください。 

 

２ 事業スケジュール表 （平成２９年度） 

 
期日 

取組の 
内容・項目 

４
月 

５ 
月 

６ 
月 

７
月 

８
月 

９
月 

10
月 

11 
月 

12
月 

１
月 

２
月 

３
月 

備考 

新商品○○の開発     
 

        

特許申請       
 

      

市場調査         
 

    

パンフレットの作
成 

        
 

    

○○展への出展          
 

   

              

              

              

※不足する場合は適宜行を増やして記入すること。 
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３ 補助事業に係る収支計画（平成２９年８月○○日～平成３０年２月２８日） 

(1)  資金支出内訳 

区  分 
及  び 
経費区分 

（注１） 
種別 

（注２） 
仕様 

（注３） 
単位 数量 単 価 

（円） 

（注４） 
補助事業
に要する
経費（円） 

（注５） 
補助対象 
経費 
（円） 

（注６） 
補助金交
付申請額 
（円） 

備 考 

報
償
費 

報償費 
専門家

(○○

氏) 

販路拡

大先に

ついて

の指導 

回 ４ 10,000 40,000 40,000 20,000 ㈱○○ 

旅
費 

旅費 
職員 
旅費 

展示会

出展の

ための

交通費 

人 ４ 
10,000 

(往復) 
40,000 40,000 20,000 

当社規程

による。 

研 

究 

開 

発 

事 

業 
費 

原材料費 

原材料

Ａ ○種 ｋｇ 100 4,000 400,000 400,000 200,000 ㈱○○ 

原材料

Ｂ ○種 ｋｇ 100 4,000 400,000 400,000 200,000 ㈲○○ 

原材料

Ｃ ○種 ｋｇ 100 4,000 400,000 400,000 200,000 ○○㈱ 

消費税     96,000 0 0  

計     1,296,000 1,200,000 600,000  

（注７）（注８）（注９） 
機械装置費 

○○製

造機 

○○○

型式 台 1 400,000 400,000 400,000 200,000 ㈱○○ 

消費税     32,000 0 0  

計     432,000 400,000 200,000  

産業財産導入
費 

         

計         

（注10） 

知的財産出願
費 

特許出

願費 
弁理士

手数料 件 1 200,000 200,000 200,000 100,000 

○ ○ 弁 理

士 
○ 特 許 事

務所 

消費税     16,000 0 0  

計     216,000 200,000 100,000  

外注加工費 
         

計         

検査分析費 

商品成

分検査 

成分表

の作成 回 １ 200,000 200,000 200,000 100,000 

○○セン

ター 

消費税     16,000 0 0  

計     216,000 200,000 100,000  
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調査分析費 

市場調

査 

顧客ニ

ーズの

調査・

分析 式 １ 100,000 100,000 100,000 50,000 ㈱○○ 

消費税     8,000 0 0  

計     108,000 100,000 50,000  

出展料 

ブース

出展料 

出展ス

ペース ㎡ 20 50,000 600,000 600,000 300,000 ㈱○○ 

消費税     48,000 0 0  

計     648,000 600,000 300,000  

会場設営費 
         

計         

広告宣伝費 

パンフ

レット 

Ａ４サ

イズ 部 1,000 200 200,000 200,000 100,000 ㈱○○ 

消費税     16,000 0 0  

計     216,000 200,000 100,000  

ＩＴツール（サー

ビス、ソフトウエ

ア等）導入費 

         

計         

庁
費 

会場借料 
         

計         

印刷製本費 
         

計         

資料購入費 
         

計         

通信運搬費 運送費 

○○展

会場ま

での物

品輸送 回 ２ 10,000 20,000 20,000 10,000 ㈲○○ 

消費税     1,600 0 0  

計     21,600 20,000 10,000  

借料及び損料 
         

計         

調査研究費 
         

計         

消耗品費 
         

計         
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委
託
費 

委託費 
         

計         

そ
の
他
の
経
費 

その他の経費 
         

計         

合計 
     3,233,600 3,000,000 1,500,000  

（注） ※不足する場合は適宜行を増やして記入すること。 

１ 「種別」とは、原材料名、構築物名、機械装置名、特許名等、それぞれの品名等をいう。 

２ 「仕様」とは、それぞれの型式、性能、構造等をいう。 

３ 「単位」とは、それぞれの物の算出単位をいい、㎏、ℓ、缶、式、台、件、時間等をいう。 

４ 「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するのに必要な経費をいい、数量に単価を乗じた金額をいう。 

５ 「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費」のうち、交付要領別表の区分により補助対象とされる経費をいう

（消費税及び地方消費税は、補助対象外とする。） 

６ 「補助金交付申請額」とは、「補助対象経費」のうち、交付要領における補助率、補助限度額等の規定の範囲内で補

助金の交付を希望する額とし、「補助対象経費」に補助率２分の１を乗じた額から千円未満の額を切り捨てた額を限度

とする。 

７ 機械装置費については、購入、構造若しくは試作、改良、据付け、借用又は修繕の別を備考欄に記載すること。 

８ 購入物件については、その購入先を備考欄に記載すること。 

９ 機械装置を自家製造する場合は、木型、鋳型、鋼材等を原材料費の区分に計上し、内訳を仕様の欄に記載すること。 

10 知的財産出願費については、「種別」に経費の内容を記載し、弁理士手続き代行費用については、弁理士名、弁理士

事務所名等を備考欄に記載すること。 
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(2)  資金調達内訳 

＜事業全体に要する経費調達一覧＞        ＜補助金を受けるまでの資金調達＞ 

区分 金額（円） 資金の調達先  

 

 

 

 

 

 

区分 金額（円） 資金の調達先 

自己資金 750,000  自己資金   

補助金交 

付申請額 
（注１） 

1,500,000 (a) 
借入金 

（注２） 
1,500,000 

○○銀行 

○○支店 

借入金 

（注２） 
750,000 

○○銀行 

○○支店 

その他 

（注２） 
  

その他 

（注２） 
  計(a) 1,500,000  

計 

（注３） 
3,000,000   

（注） 

１ (1)資金支出内訳の補助金交付申請額の合計と一致させること。 

２ 借入金及びその他については、具体的な資金調達先を記入すること。(例：○○銀行△△支店) 

３ (1)資金支出内訳の補助事業に要する経費の合計と一致させること。 



 

 

様式第４（交付要領第３条関係） 

 

誓 約 書 
 

私は、経営革新サービス産業生産性向上支援補助金の交付申請にあたり、下記の事項につい

て誓約します。 

 なお、必要な場合には、下記の事項について栃木県警察本部に照会することについて承諾し

ます。 

 

記 

 

１ 自己または自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当しません。 

 (1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以

下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 (2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

 (3) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をも

って、暴力団または暴力団員を利用している者 

 (4) 暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若し

くは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者 

 (5) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 (6) (1)から(5)までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利用す

るなどしている者 

 

２ １の(2)から(6)までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している者ではありません。 

 

 

平成２９年○月○日 

 

栃木県知事      様 

 

 

所  在  地 
宇都宮市塙田１－１－２０ 

名          称 ○○○○株式会社 

（ふりがな） 

代 表 者 氏 名 

だいひょうとりしまりやく はなわだ たろう 

代表取締役 塙田 太郎           印 

 

代表者印を押印して

ください。 

 



 
申請様式第１（別表２） 実施計画と実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 

計   画 実   績 

実施項目 評価基準 
評価 

頻度 

実施 

時期 

実施 

状況 
効果 対策 

１ 
安全で効率的な生産方式

の開発 

安全委員会の評

価 
毎月 1-1 ○ ◎  

1-1 
○○部分の安全な△△方

法の開発 
製造原価 １年 1-3 ○ ○  

1-2 
効率的な○○△△装置の

開発 
製造原価 １年 2-1 ○ △ 

原料調達ルートの

見直し 

２ 
○○商品の新規開拓営業

体制の確立 
○○商品の売上 毎週 2-2 ◎ ◎  

2-1 
マネージャーと担当営業

の２名専任体制の確立 
   ◎ ○  

2-2 

○○商品を切り口に新規

開拓した顧客に対する他

の印刷物提案営業活動 

新規顧客の売上 毎月 2-4 ○ ○  

３ 
次期バージョンの新○○

商品の開発 
新商品の売上  3-1 ○ △  

3-1 ○○××装置の開発 製造原価 １年 3-2 ○ ○  

3-2 

○○××装置を利用した

○×商品の新規開拓営業

体制の確立 

○×商品の売上 毎週 3-3 △ ×  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「実績状況」の欄には 
◎：計画通り実行できた 
○：ほぼ計画どおり実行できた 
△：実行したが不十分であった 
×：ほとんど実行できなかった 
のうちいずれかを記入してください。 

経営革新計画承認時の別表２を用いて、以下のように補助事業計画書提出時現在における経営革新

計画の取組実績（実施状況、効果、対策）を記入して提出してください。 

「効果」の欄には、 
◎：効果が十分あがった 
○：ほぼ予定の効果が得られた 
△：効果が少しあった 
×：ほとんど効果がなかった 
のうちいずれかを記入してください。 

実施状況に応じて追加対策

を実施した場合は、追加し

た実施項目を「対策」欄に

追加してください。 



 
 

申請様式第 1（別表３） 

 経営計画及び資金計画 

 

 参加中小企業者名                                     （単位：千円） 

 ２年前 
(19 年 8 月期) 

１年前 
(20 年 8 月期) 

直近期末 
(21 年 8 月期) 

１年後 
(22 年 8 月期) 

２年後 
(23 年 8 月期) 

３年後 
(24 年 8 月期) 

4 年後 
( 年 月期) 

５年後 
( 年 月期) 

①売上高 
2,444,210 2,570,008 2,412,047 2,500,000 

2,460,245 
2,700,000 
2,651,221 

3,000,000   

②売上原価 
1,903,218 1,924,208 1,837,606 1,915,000 

1,905,314 
2,000,000 
1,965,495 

2,203,000   

③売上総利益 
（①－②） 

540,992 645,800 574,441 585,000 
554,901 

700,000 
685,726 

797,000   

④販売費及び 
一般管理費 

515,141 518,730 504,371 520,000 
509,409 

627,000 
611,906 

712,000   

⑤営業利益 
（③－④） 

25,851 127,070 70,070 65,000 
45,492 

73,000 
73,820 

85,000   

⑥営業外費用 
1,500 1,200 1,000 2,500 

2,600 
3,000 
2,800 

2,000   

⑦経常利益 
（⑤－⑥） 

24,351 125,870 69,070 62,500 
42,892 

70,000 
71,020 

83,000   

⑧人件費 
550,600 533,506 504,870 530,000 

511,498 
600,000 
568,556 

700,000   

⑨設備投資額 
38,743 26,202 3,452 160,000 

156,207 
25,000 
21,619 

40,000   

⑩運転資金 
48,800 51,400 48,200 50,000 

47,200 
50,000 
48,700 

60,000   

 
普通償却額 

60,904 58,497 48,884 45,000 
45,904 

44,000 
44,221 

43,000   

特別償却額 
0 0 0 40,000 

2,212 
6,000 
5,508 

10,000   

⑪減価償却費 
60,904 58,497 48,884 85,000 

48,116 
50,000 
49,729 

53,000   

⑫付加価値額 
（⑤＋⑧＋⑪） 

637,355 719,073 623,824 680,000 
605,106 

723,000 
692,105 

838,000   

⑬従業員数 
123 115 115 118 

116 
123 
116 

123   

⑭一人当たりの付加

価値額(⑫÷⑬) 
5,182 6,253 5,425 5,763 

5,216 
5,878 
5,966 

6,813   

⑮
資
金
調
達
額
（
⑨
＋
⑩
） 

政府系金融機

関借入 
－ － － 

200,000 
200,000 

30,000 
20,000 

0 
0 

  

民間金融機関

借入 
－ － － 

0 
0 

20,000 
20,000 

30,000 
 

  

自己資金 － － － 
10,000 
12,000 

25,000 
30,000 

70,000 
 

  

その他 － － － 
0 
0 

0 
0 

0 
 

  

合 計 － － － 
210,000 
212,000 

75,000 
75,000 

100,000 
 

  

経営革新計画承認時の別表３を用いて、以下のように補助事業計画書提出

時現在における経営計画・資金計画の実績を記入して提出してください。 
 

計画値の下段に実績を

記入してください。 
上段：計画値 
下段：実績値 
となります。 
 

⑦経常利益は、⑤営

業利益から⑥営業

外費用を差し引い

た額を記載します。 



 
申請様式第 1（別表４） 

設備投資計画 

 

 

 

（単位：円） 

 機械装置名称  （導入年度） 単 価 数 量 合 計 金 額 

1 印刷機          （平成 22 年度） 
160,000,000 

156,207,000 

１ 160,000,000 

156,207,000 

2 ○○商品用天糊機     （平成 23 年度） 
15,000,000 

13,500,000 

１ 15,000,000 

13,500,000 

3 ○○商品用裁断機     （平成 23 年度） 
10,000,000 

8,119,000 

１ 10,000,000 

8,119,000 

4 ○○商品専用自動裁断機  （平成 24 年度） 
40,000,000 １ 40,000,000 

5  
   

6  
   

7  
   

8  
   

9  
   

10  
   

 

 

運転資金計画（経営革新計画に係るもの） 
 
 
 

 
（単位：円） 

年  度 金    額 

平成 22 年度 50,000,000 
47,200,000 

平成 23 年度 50,000,000 
48,700,000 

平成 24 年度 60,000,000 
 

  

  

経営革新計画承認時の別表４を用いて、以下のように補助事業計画書提出時現在における経

設備投資の実績を記入して提出してください。 
 

計画値の下段に実績を

記入してください。 

運転資金計画について、以下のように補助事業計画書提出時現在における実績を記入して提

出してください。 

計画値の下段に実績を

記入してください。 


